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議会では３月定例会で、次の決議・意見書を議会では３月定例会で、次の決議・意見書を 
可決し、直ちに関係機関に提出しました。可決し、直ちに関係機関に提出しました。

決決議議・・意意見見書書

※要旨のみ掲載していますので、詳細は市ホームページでご確認いただくか、議会事務局までお問い合わせください。1０４６（２５２）８８７２

こころの健康を守り推進する
基本法の制定を求める意見書

　心身の健康は、一人ひとりの国民の基本的な権利であり、社会の活
力と発展の基盤をなすものです。しかし、現在の我が国は、年間自殺
者が３万人にも上り、３２０万人を超える方々、つまり国民の４０人に１人
以上が精神疾患のために医療機関を受診しているという数字に代表さ
れるように、「国民のこころの健康危機」と言える状況にあります。
ひきこもり・虐待・路上生活など多くの社会問題の背景にも、こころ
の健康の問題があるといえます。
　欧米ではこの指標に基づいて国民の健康についての施策が進められ
ていますが、日本ではそうした重要度にふさわしい施策がとられてき
ていません。
　こころの健康危機を克服し、安心して生活ができる社会、発展し活
力ある社会を実現するためには、こころの健康を国の重要施策と位置
づけ、総合的で長期的な施策を実行することが必要です。
　よって、その重要性にふさわしく、すべての国民を対象とした、こ
ころの健康についての総合的で長期的な政策を保障する「こころの健
康を守り推進する基本法」の制定を強く求めます。
【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣

父子家庭支援策の拡充を求める意見書

　政府におかれては、対象が「母子家庭」に限られている諸制度に関
して、「父子家庭」も対象とするよう改善を行うとともに、次の事項
について速やかに実施するよう強く要望します。
１　遺族基礎年金の父子家庭への拡充策として、死別の父子家庭の父
においても支給対象とするとともに、父と子がともに暮らしていて
も子に遺族基礎年金が支給されるよう改正すること。

２　母子寡婦福祉資金貸付金、高等技能訓練促進費事業及び特定就職
困難者雇用開発助成金の対象を父子世帯にも拡大すること。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、内閣府特命担当
大臣（男女共同参画）

若者雇用をめぐるミスマッチ解消を求める意見書

　政府は、若者の雇用をめぐるミスマッチ解消のため、次の事項につ
いて迅速かつ適切に講じるよう強く求めます。
１　ハローワークと就職支援サイトの連携強化で中小企業に関する情
報提供体制の充実を図ること。

２　企業現場での実習（ＯＪＴ）を行う「有期実習型訓練」を実施す
る中小企業に対する助成金制度を拡充すること。

３　ジョブカフェ強化型事業や「ドリームマッチ・プロジェクト」の
継続、または同様の取り組みの拡充を図り、学生と中小企業の接点
を強化すること。

４　地域の中小企業と関係団体が協力し、新入社員への基礎的な職業
訓練・能力開発を一体的に実施するなど、中小企業への定着支援の
充実を図ること。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、
経済産業大臣

空母艦載機電子戦機ＥＡ６Ｂプラウラーの部品落下に
抗議し、再発防止を強く求める決議

　本市議会は、度重なる飛行訓練中の部品落下事故発生に強く抗議す
るとともに、事故発生原因の早期徹底究明と再発防止を強く求める。
【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、防衛大臣、駐日米国

大使

座間市地域の絆をはぐくみ、
地域で支え合う社会の構築を促進する決議

　平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、東日本を中心に甚大
な被害をもたらしました。一方で、被災した方々の秩序正しさ、冷静
さや共助の精神に満ちた態度が国際的にも称賛されるとともに、私た
ちが本来持っている家族や近隣住民が互いに助け合い、支え合うとい
う地域社会の基盤の大切さを改めて強く認識させることにもなりまし
た。座間市においても、市民が自らできることは、自ら行うことを基
本としながら、地域的な課題や社会的な課題に協働して取り組むこと
がさらに求められています。
　本市議会は、市民が主体的に行う地域活動を促進することにより、
もって地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進するこ
とを目指します。
【提出先】なし

（仮称）障害者総合福祉法の制定を求める意見書

　本市議会は国会及び関係行政省に対し、骨格提言を反映した（仮称）
障害者総合福祉法の確実な成立、施行を求めるとともに、障がい者の
基本的権利を享有する個人として尊重され他の者との平等が保障され
る社会を実現するため、次の事項を求める。
１　（仮称）障害者総合福祉法制定に当たり、骨格提言を最大限尊重
し、障がい者ら当事者の意見を十分に反映させること。
２　（仮称）障害者総合福祉法において、障がい者の自立した地域生
活が可能となる質的・量的に充実した障がい福祉施策の予算を確保
し、その提供体制を確立すること。
３　（仮称）障害者総合福祉法制定に当たり、障がい者福祉制度を充
実させるため地方自治体の財源を十分に確保すること。
【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、衆議院議長、参

議院議長

基礎自治体への円滑な権限移譲に向けた
支援策の充実を求める意見書

　政府におかれては、基礎自治体への円滑な権限移譲に向けた支援策
の充実を図るため、次の事項について速やかに実施されるよう強く要
望します。
１　政府においては、権限移譲に伴い必要となる財源措置を確実に行
うこと。また、移譲時に必要となる電算システム整備など臨時的経
費についても確実に財源措置を行うこと。
２　都道府県から基礎自治体への権限移譲においては、事務引継ぎ、
研修、職員派遣、都道府県・市町村間の推進体制の構築など、基礎
自治体への権限移譲が円滑に進められるよう、政府は、移譲の時期、
具体的な財源措置など必要な事項について地方側に十分な情報提供
を行うこと。
３　厳しい行財政環境や超高齢化の進行の中で、移譲される権限の内
容によっては、人員体制等も含め、各市町村単独での権限移譲に課
題を抱える地域もあるものと予想されることから、広域連合の設立
手続きの簡素化なども含め、市町村が共同で柔軟に権限を行使でき
る仕組みを整備し、地域の実情に応じた効率的な権限移譲が行われ
るようにすること。
４　地方の自主性・裁量性を拡大し、地方の特性に応じて事務が行え
るよう、一層の「義務付け・枠付け」の見直しを行うとともに、今
後の見直しに当たっては、「国と地方の協議の場」等において地方
との十分な協議を行うこと。
【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、内閣府特命担当大臣（地域主権

推進）

ＴＰＰ交渉参加反対に関する意見書

　我が国は、世界で最も開かれた農水産物純輸入国であり、食料自給
率は先進国の中でも最低の基準となっています。これ以上の農業の後
退は、断じて食い止めなければなりません。
　また、地域消費者の圧倒的多数が望む食料自給率は大幅に低下し、
政府は「食料・農業・農村基本計画」を自ら否定することとなりま
す。
　本市議会は、地域の第一次産業を崩壊させるとともに、我が国の食
料安全保障と両立できないＴＰＰ交渉への参加には断固反対であり、
絶対に認めることはできません。
　よって本市議会は、政府に対し、ＴＰＰ交渉に参加しないよう強く
要請します。
【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、農林水産大臣、経済

産業大臣

（要旨）（要旨）


